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水産関係民間団体事業実施要領の運用について(抜粋)

平 成 2 2 年 ３ 月 2 6 日

2 1 水 港 第 2 5 9 7 号

水 産 庁 長 官 通 知

最 終 改 正

平 成 2 7 年 ４ 月 ９ 日

2 6 水 港 第 4 0 3 0 号

対象事業第１

この通知の対象となる事業の種類は、水産関係民間団体事業実施要領（平成10年４月８日付

け10水漁第944号農林水産事務次官依命通知。以下「実施要領」という ）の第２の別表に掲げ。

る事業とする。

共通事項第２

１ 事業実施計画の提出及び変更

実施要領第３の１の事業実施計画は、別記参考様式第１号により作成し、水産庁長官に提出

するものとする。

また、事業実施計画の重要な変更は、別記参考様式第２号により作成し、水産庁長官に提出

するものとする。

財産の運用・管理規定２

事業実施主体が、補助事業実施期間後に補助事業の目的に従い事業の効果又は効率の向上を

図るため、補助事業により取得した財産を実験等に供しようとする場合は、水産庁長官の承認

を得なければならない。なお、実験等を委託して実施した場合も同様とする。

３ 特許権の処分・放棄の協議

事業実施主体は、本事業の結果取得した特許権等に係る水産関係民間団体事業補助金交付要

（ 。 「 」 。）綱 平成10年４月８日付け10水漁第945号農林水産事務次官依命通知 以下 交付要綱 という

第18の３に基づく利用又は処分については、次のとおりとする。

（１）当該事業を実施した年度及び当該年度の翌年度以降５年以内に特許権等を放棄しようとす

るときは、別記参考様式第３－１号により事前に水産庁長官と協議する。

（２）当該事業を実施した年度の翌年度以降５年を経過した後に特許権等を譲渡又は放棄した場

合には、別記参考様式第３－２号により水産庁長官に報告する。

４ 指導及び監督

水産庁長官は、この事業の実施に関し必要な指導及び監督を行い、必要に応じ、事業実施主

体からの報告を求めることができるものとする。

事業の目的、内容等第３

実施要領に掲げる事業を実施するために必要な個別事業の目的、内容等は以下のとおりとす

るほか、水産庁長官が別途定める公募要領により事業内容等を定める場合は、当該公募要領の

定めるところによる。

１－１－（１）～７－２－（１） （略）

７－２－（２） 国産水産物安定供給セーフティネット事業のうち水産加工業経営改善支援事業

（１）事業の目的

近年、著しい気候変動の影響を受け、水揚げ時期・水揚げ場所に変動が生じ、水産加工原料

の安定確保が水産加工業者の重要な課題となっている。こうした中、国民に対し水産物を安定

的に供給するために、水産加工業者の経営改善及び国産加工原料の安定確保を支援する。

（２）事業の内容

気候変動による水揚げ時期・水揚げ場所の変動等により影響を受ける水産加工業者が、経営
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改善のために国産加工原料の調達方法を大幅に変更する取組計画（以下「経営改善取組計画」

という ）を行う場合に必要となる運送料、入出庫料等について支援を行うために以下の事業を。

行うものとする。

ア 水産加工業者経営診断委員会運営事業

事業実施主体は、水産加工、企業経営の専門家等から構成される水産加工業者経営診断委員

会（以下「経営診断委員会」という）を設置し、申請者から提出された経営改善取組計画の内

容の審査を行うものとする。

イ 経営改善保管運送費支援事業

事業実施主体は、アの委員会の審査により、経営改善のための取組として適当と認められた

経営改善取組計画の申請者（以下「取組実施者」という ）に対し、経営改善取組計画の実施に。

必要となる運送料、入出庫料、保管料、金利の一部について助成を行うものとする。

（ア）取組実施者の要件

、気候変動による水揚げ時期・水揚げ場所の変動による影響を受けた水産加工業者であって

国産加工原料の調達方法を大幅に変更する経営改善取組計画を策定すること。

（イ）助成対象となる経営改善取組計画の要件

事業実施主体は、経営診断委員会において、経営改善取組計画が以下のａからｄの要件を

満たすものと認められた取組実施者に対し助成を行うことができる。

ａ 気候変動の影響による国産水産物の水揚げ時期・水揚げ場所の変動等により、原料の調達

方法を大幅に変更する取組であること。

ｂ 国産加工原料を安定的に確保することとしていること。

ｃ 経営改善取組計画の実施により当該水産加工業者の経営改善が図られるとともに、国民に

対する水産物の安定供給に資するものであること。

ｄ 浜の活力再生プランの策定及び関連施策の連携について（平成26年２月６日25水港第2656

号農林水産事務次官依命通知）第３に掲げる浜の活力再生プラン地域水産業再生委員会の構

成員であること又は同プラン策定地域から原材料を調達している等関連性のあるものである

こと。

（ウ）対象経費及び補助率

事業実施主体は、取組実施者に対し、その経営改善取組計画の実施に必要と認められる以

下のａからｄまでの経費の１／２を上限として助成を行うものとする。

ａ 運送経費

ｂ 冷蔵、冷凍庫、倉庫入出庫料及び保管料

ｃ 水産物の買取に要する借入金の金利（取組実施者の、加工原料の調達に係る買取代金の支

払の日又は当該支払に充てるための借入金の貸出日のいずれか遅い日から起算し、加工品の

販売代金の受取日又は販売に係る契約の日の翌月末日のいずれか早い日までの期間に係る借

入金に対する金利）

ｄ 水産物の販売受託に要する借入金の金利（取組実施者の、加工原料の調達に係る仮払代金

の支払の日又は当該支払に充てるための借入金の貸出日のいずれか遅い日から起算し、加工

品の販売代金の受取日又は販売に係る契約の日の翌月末日のいずれか早い日までの期間に係

る借入金に対する金利）

（エ）助成期間

助成期間については、助成決定を受けた年度の３月末日までとする。ただし、経営改善取

組計画の内容及び実証の度合いに応じて最長３ヶ年度助成を受けることができるものとする

が、その場合のおいても毎年度事業実施主体の実施する公募に応募の上、経営診断委員会の

審査を受けるものとし、これまでの経営改善取組の実施状況を考慮するものとする。

（３）手続き等

ア 水産加工業経営改善支援事業実施計画

事業実施主体は、あらかじめ水産加工業経営改善支援事業実施計画（以下「支援事業実施計

画」という ）を策定するものとし、別記様式第１号により水産庁長官に提出し、その承認を得。

るものとする。承認された支援事業実施計画の内容について重要な変更をしようとする場合も

同様とする。

イ 水産加工業者経営診断委員会設置要領及び経営改善保管運送費支援事業助成要領

事業実施主体は、事業開始後速やかに水産加工業者経営診断委員会設置要領及び経営改善保

管運送費支援事業助成要領（以下「支援事業助成要領」という （以下これらの要領を「助成。）

要領等」という ）を策定するものとし、別記様式第２号及び別記様式第３号により水産庁長官。
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に提出し、その承認を得るものとする。また、承認された助成要領等を変更する場合も同様と

する。

ウ 経営改善取組計画の承認

（ア）取組実施者は、事業実施主体が支援事業助成要領において定めた様式により経営改善取組

計画書（以下「計画書」という ）を作成し、事業実施主体に提出するものとする。。

（イ）取組実施者は、所属する水産加工業協同組合等（以下「水産加工協等」という ）がある場。

、 。 、合 取組計画書を水産加工協等を経由して事業実施主体に提出することができる この場合

水産加工協等は、取組実施者から提出された計画書を取りまとめの上、事業実施主体に提出

するものとする。

（ウ）事業実施主体は （２）のアにより経営診断委員会を設置し、経営診断委員会において計画、

書の内容審査を行い （２）のイの（イ）の要件を満たすとみなされた場合には、助成金交付、

候補者として選定することができるものとする。

（エ）事業実施主体は （ウ）の選定を行う場合には、別記様式第４号によりあらかじめ水産庁長、

官の承認を得なければならない。

エ ウの（エ）により水産庁長官から承認が得られた取組実施者は、事業実施主体に対し助成金

の交付申請を行うものとし、事業実施主体は、経営診断委員会において認められた経営改善取組

計画の実施に必要な経費を精査の上、取組実施者に助成決定を行う旨の通知を行うものとする。

オ 助成金の概算払

取組実施者は、概算払を受けようとする場合には、支援事業助成要領に定められた様式によ

り概算払請求を行い、事業実施主体は、経営改善取組計画の進捗状況を考慮の上、必要と認め

られる額を概算払により交付することができるものとする。

カ 事業実績の報告及び助成金の精算払

（ア）取組実施者は事業終了後遅滞なく、支援事業助成要領に定める様式により経営改善保管運

送費支援事業実績報告書（以下「実績報告書」という ）を作成し、事業実施主体に提出する。

とともに、支援事業助成要領に定められた精算払請求書により、事業実施主体に助成金の交

付を申請するものとする。ただし、水産加工協等を経由して計画書を提出した取組実施者に

あっては、水産加工協等を経由して助成金の申請を行うものとする。

（イ）事業実施主体は、実績報告書の内容を審査し、経営改善取組計画の実施に要したと認めら

れる経費について精査の上、助成金の額を確定し、取組実施者に対して助成金を交付するも

のとする。

キ 水産加工業経営改善支援事業実施報告

事業実施主体は、取組実施者に対する助成が完了した場合には、別記様式第５号により、水

産加工業経営改善支援事業実施報告書を作成し、速やかに水産庁長官に報告するものとする。

（４）経営改善取組計画の実施状況調査

事業実施主体及び経営診断委員会は、必要に応じて経営改善取組計画の実施状況について調

査を行い、取組実施者に対して助言又は指導を行うことができるものとする。

（５）本事業においては、第２の１の規定は適用しない。

７－３－（１）～８－６ （略）

附 則（平成27年４月９日26水港第4030号）

１ この改正は、平成27年４月９日から施行する。

２ 平成26年度予算に係る改正前の規定により行うこととされている報告等については、なお、従

前の例によることとする。


